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前提となる問題意識

自律／自立生活支援　…「利用者がケアを自律する」という社会モデルのケア

障害の社会モデルにおいては、生活のために必要なケアを提供することは、障壁の除去と並び社会の側が負うべき責務であり、それを求めることは、障害当事者の権利とされるが、このような考え方に従えば、生活を送るために必要なケアが社会によって提供されることと、ケアに対してのコントロールを、生活者であるケアの利用者側がおこなうことを同時に実現することは、自立した生活の大前提となる。つまり、「障害の社会モデルに基づく自立」とは、生活者としての障害当事者自身の主体性を確立し、自分自身の生活に対するイニシアティブを確保することを含む「自律／自立」であると考える。
１．福祉の政策動向

１－１　障害者自立支援法案あるいは「障害保健福祉改革のグランドデザイン（案）」

・支援費制度に対する給付抑制メカニズム

・介護保険制度との制度統合の受け皿作り

・年金保険制度との「共通システム」の導入（応益負担《定率負担》、要介護度認定《障害程度区分》）

・給付コントロールメカニズムのビルドイン（審査会、新たな国庫負担基準）

・年金保険制度に移行できない部分のカットオフ（訓練等給付化、生活支援事業化）

１－２　社会福祉基礎構造改革

　　①　社会福祉の政策動向…福祉サービスの利用制度化／給付制度化

→「社会福祉の５０年体制」の改革

＝社会福祉法人主体の提供システムの改変

→「利用者本位」

←（利用者に対する給付制度化とサービス提供の民営化による国庫負担の統制／抑制）

　　②　社会保障の政策動向…財政改革と地方分権化にも対応可能な行政裁量確保のフレームの確保

→「社会保障の５０年体制」への回帰
＝財源システムとしての社会保険年金制度の追認・強化と「福祉の保険化」（伊藤周平）

→「持続可能な制度」

※「図」としての①に対して、「地」としての②の社会福祉基礎構造改革の確認

図１．１　福祉改革と社会福祉基礎構造改革の「図」と「地」と福祉の保険化




　　　表１．１　戦後日本の福祉政策と社会保障

	社会福祉 ※１
	福祉政策
	社会保障の枠組に対する主な勧告や答申

	第Ⅰ期(1945-59)

社会福祉定礎期
	自治体単独事業

1956：家庭養護婦派遣事業（長野県・上田）
	1950:社会保障制度審議会「２５年総合勧告」

：社会保障の範囲（定義）および各政策の方向の具体的提示

	第Ⅱ期(1960-73)

社会福祉発展期
	自治体単独事業の国制度化（地方独自事業を後追いし、補助金を投入）

1963：老人福祉法成立に伴い老人家庭奉仕員事業が国制度化
	1962:社会保障制度審議会「３７年総合勧告」

：国民皆保険・年金の成立を踏まえた社会保障のより一層の充実を求める政策提言

	第Ⅲ期(1974-88)

社会福祉調整期
	補助金負担の軽減

1985：補助金交付率の変更

1986：機関委任事務の団体委任事務への変更
	1981-83：第二次臨時行政調査会（第二次臨調）

・国民負担率（の抑制）

・日本型福祉（家族への回帰）

	第Ⅳ期(1989-

97～)

社会福祉転換期

＝「社会福祉基礎構造改革」
	福祉の実施主体そのものを基礎自治体へ移行

1990:福祉八法改正＋ゴールドプラン

1997:介護保険法の成立
	1995:社会保障制度審議会「社会保障制度の再構築に関する勧告」（平成７年総合勧告）

　　・貧困問題から少子高齢化問題へ

　　・３７年勧告の年金保険スキームの追認

　　・介護保険制度の提唱


※１．古川(1998)の区分に準拠
１－３　政策の背景にある規範的問題

「個人主義が強まるなかでいかに社会連帯を育てるか」(社会保障制度審議会五十年の歴史p.61)

　福祉サービスの利用制度化／給付制度化：　個人主義／パターナリズムの退場≒（右派）リベラリズム

　福祉の保険化による裁量権の確保
：　　　 中央集権／パターナリズムの確保≒（保守）コーポラティズム

（政治の）ネオリベラリズム ＋（官僚の）パターナリズム⇒　隠された／弱いパターナリズム

（政治の）ネオリベラリズム vs.（官僚の）隠された／弱いパターナリズムvs.(利用者／当事者の)自律／自立

「ビスマルク的保守的体制と自由主義的な残余主義の合成 (“an amalgam of the conservative ‘Bismarckian’ regime and liberal residualism)」の福祉レジームとその基盤としての「日本型コーポラティズム(Japanese style corporatism)」(Esping-Andersen1997,p.184)

「日本が福祉国家としてありつづけるためにとりうる唯一の方策は、そのあり方の議論の結論を急ぐことなく、時が熟すのをまつことだ」(Esping-Andersen1997,p.188)

２．福祉サービスの利用制度化／給付制度化

２－１　受給者本位
利用制度化／給付制度化

利用制度化：福祉サービスの利用を、措置権者の行政処分に基づくものから利用者の利用契約に基づくものへと転換させること

給付制度化：措置委託費という事業者に対する補助金に基づくサービスの現物支給の制度を、サービスの購入費を利用者に給付する制度へと転換すること

※両者は表裏一体の関係にあるが、焦点化されてきたのは前者

利用者本位（古川1998）
①利用者＝生活者＝生活主体による福祉サービス利用権の内容的・手続的保障

②利用過程における権利と便益の保障

③利用にともなうスティグマからの解放

※このような観点からの捉え直しは、サービス利用のためのプロセスだけでなく、そのための給付のプロセスにおいても必要
（一般市場における）コンシューマリズムの実現と実体法上のルールの関係
「義務本位の社会から権利本位へとルールを作り直す」＝「画一化」から「多様性」へ
「素人主権」＝「専門家から素人へと情報の流れを作り出す」（加賀山2001）
※素人主権に権利本位が結びつくことで、単なる「専門家に頼らない」という消極的主権に留まらず、消費者としての権利及びその行使を前提とし、供給者との関係を捉える視点が芽生える

※「利用制度化／給付制度化された福祉サービスの利用における利用者本位の実現」のためには、素人主権だけではなく、一種の「給付をうける権利」のエンタイトルメントに基づき、給付の過程を「権利本位」に再構成することが必要　⇒受給者本位の実現

　図２．１　福祉サービスの利用／給付制度における受給者本位




２－２　必要と割当

割当(rationing)
「資源が必要量に対して不足しており、且つ、価格が配分機能を果たさない状況において用いられる、資源配分の方法の総称」(坂田1991,p.99)

割当論

「ある一定の財政的制約のもとで実行可能な政策が選択され、この結果社会的・政治的に承認されたものとしてニーズが変動するという図式を社会サービスの政策・財政論の基本仮説として採用することを求めるもの」(ibid.pp.105-106)

政策の基本仮説としての割当論の採用

〇予実績の乖離の回避

△総需要抑制及び「ニーズがサービスに結びつかずに放置される」危険

△利用者のイニシアティブ

※利用制度化／給付制度化された福祉においては、割当論の「不当な側面」（坂田1991,p.107）が顕在化する危険がある。

※今必要とされているのは、割当論に基づきそれを補強・強化する施策の一元的な推進ではなく、利用者の自律を推し進める改革との整合性をはかり、必要と割当との調整を可能とするシステムを構築すること

２－３　必要と割当の調整基準とメカニズム
割当と必要の調整
「財政→政策→必要」（割当論）と「必要→政策→財政」（必要論）の調和

割当と必要の調整基準とメカニズム

ミクロの必要とマクロの財政との間の動的な調整を図るための調整基準及び調整のためのメカニズム

ミクロのレベルでの基準とメカニズム
表２．１　ミクロのレベルでの基準とメカニズム

	Ⅰ－ⅰ
	ミクロの基準
	必要のエンタイトルメント（判定基準）

	Ⅰ－ⅱ
	ミクロのメカニズム
	受給過程への利用者参画と受給支援（アドボカシー）


マクロのレベルでの基準とメカニズム
表２．２　マクロのレベルでの基準とメカニズム

	Ⅱ－ⅰ
	マクロの基準
	根拠のある予算（必要量の調査に基づく予算）

	Ⅱ－ⅱ
	マクロのメカニズム
	必要量の変動に対する調整（地域／時間軸）


２－４　給付調整

選別の方法(三浦1995 pp.86-87)

① 対象者を個別に選別せずに、「集合的（カテゴリカル）に分類」して「受給要件」を定める方式

②「個別的なニードを測定する方式」
エンタイトルメント制度と裁量制度(坂田2003,p.134-135)
①エンタイトルメント制度



②裁量（ディスクリーション）制度


③キャップ制度

※割当優位と必要優位
※介護保険制度と支援費制度

※選別基準の絶対化と判定者の主観の優位

介護保険制度における給付調整の特徴

①利用申請より先に要介護度認定が必要である。

②要介護度認定によるサービス費用の受給量に上限がある。

③「抽象的・要介護度基準・第三者型」の給付判定システムである。

④給付抑制メカニズムとして応益負担がもちいられている。

⑤財源の地域／時間軸での調整のしくみが、ビルトインされている。

※介護保険制度の給付調整は、マクロの財源確保については比較的フレキシブルにおこなえるが、ミクロの給付調整過程においては、利用者の主体性の関与は基本的には想定されておらず、制度側からの給付コントロールが強い

支援費制度における給付調整の特徴
①要介護認定制度がなく、利用者が希望を申請するとことから始まる。

②サービス費用の受給量には制度上の上限がない。

③「具体的・生活支援の必要度基準・利用者参加型」の給付判定システムである。

④給付抑制メカニズムとしては働きにくい応能負担の制度となっている。

⑤財源の地域／時間軸での調整のしくみが、ビルトインされていない。

※支援費制度の給付調整は、ミクロの給付決定過程においては，利用者の主体性と行政裁量の関与度が高く、制度的な給付抑制メカニズムは弱いが，必要の総量に応じて割当量を調整する財源システムのフレキシブルさには乏しい
第三者判定モデルと交渉決定モデル

　　　表２．３　第三者判定モデルと交渉決定モデル

	給付調整モデル
	第三者判定モデル
	交渉決定モデル

	支配的な分配原理
	割当原理
	必要原理

	支配的な調整原理
	eligibility（適格性）
	negotiation（折衝）

	給付調整の在り方
	抽象的/要介護度基準・第三者判断型
	具体的/必要性基準・利用者参加型

	現実の制度
	介護保険制度
	支援費制度


２－５　分配　　
給付へのアクセシビリティ

「サービスへのアクセシビリティの普遍化」から「給付へのアクセシビリティの普遍化」へ

（潜在的利用者に対するサービス提供環境の整備から給付が提供される財政的環境の整備へ）

必要な人すべてに対する分配

積極的選別主義／必要に応じた分配が内在する「選別基準の絶対化」や「判定者の主観の優位」

出来高払い

医療の分野での「出来高払い」は、医師の専門性が判断を担保

「まず分けてみる」(立岩2004a,pp.110-201)
１）再分配することそのものに対する社会の合意形成を可能な限りおこなう。

２）なるべく広い範囲からの徴収と、なるべく広い範囲への受給資格の付与をおこなう

３）給付に際しては、所有そのものを価値とするものではない限り、その選好の中身には踏み込まず提供。

４）給付調整は、分配に対し資源が不足し、かつそのための徴収の強化が、他者の人権を侵害するときのみ、やむを得ず、おこなう。

5） 給付調整のための基準や技術は、以下の三点に留意しつつ、最低限／最後の段階の稼動とする。
　　　　①　仕方なく採用されたものであること

　　　　②　使わなくてもいいときは使わないほうがいいということ

　　　　③　介入強化や分配の縮減のための「口実」として使われることの自覚
※「素朴な割当論」と「素朴な必要論」の両者の限界を超える視座の提供

※分権化や地域福祉されたことの意味のとらえなおし

３．パーソナルアシスタンス／ダイレクトペイメント

３－１　パーソナルアシスタンス／ダイレクトペイメント
パーソナルアシスタンス(personal assistance)

ホームヘルプサービスなどのケアワーク(care work)のオルタナティブ

アシスタント(assistant)あるいはアテンダント(attendant)

①　利用者によるケアラーの募集

②　利用者とケアラーの雇用契約

③　利用者の指示に従ったケア

④　公費によるケアの費用の提供

フォーマルケアformal care)／コンシュマーセンタード・ケア（consumer-centered care）

⇔インフォーマル・ケア(informal care)／ケアラーセンタード・ケア(carer-centered care

コンシュマーセンタード・ケア　：地域ケアの概念を問い直す「ケアの自律による自立」

「施設の定義」（Ratzka,1991,翻訳1991,p.116）
・他に選択肢がない

・誰がどんな任務をもって私たちを介助しようとしているのか、私たちには選べない。

・利用者は自らのニーズを、全体の計画のニーズにあわせなくてはならない。

・アシスタンスを規制する成文・不成文の規則があり、利用者が管理できない規則となっている。

・アシスタンスが一定の時間、活動、場所に限られている。―すなわち、ある特定の住宅に住まなくてはならず、どこにでも住めるというのではない―

・アシスタンスを提供している職員を、数人の利用者が共有している。

・階層があり、利用者はピラミッドの底辺に位置している。

「『動く』施設」（ibd.p.116）としてのホームヘルプサービス

フォーマル・ケア　：現金給付（⇔現物給付）
ダイレクトペイメント　：ケアの自律
・利用者（の口座）による直接受領

・利用者によるアシスタントの直接雇用

・給付には、利用者によるアシスタントの管理費も含む

・時間単価を含む雇用条件や「提供する便宜の内容」は、利用者（雇用者）とアシスタントが決める

日本の利用／給付制度：ケアの他律

・事業者による代理受領

・ケアラーの雇用と担当者の決定は事業者

・給付には、事業者の間接費も含む

・給付単価や提供する便宜の内容は、国が決める・雇用条件は、事業者が決める

３－２　英国のダイレクトペイメント

コミュニティケア（ダイレクトペイメント）法(Community Care(Direct Payments) Act 1996)

…コミュニティケアのオルタナティブとしてのダイレクトペイメント

・「受給資格者に対し、もっと柔軟に(flexible)福祉サービスを提供できるようにすること」を目的とし、「福祉サービスの必要性があると認定された者に対し、現物支給のかわりに現金支給をおこなう制度」であり、「現物支給のかわりに現金支給をおこなうことが、利用者が自らの人生に対する選択とコントロールを増大させ、自らの介護がどのようにおこなわれるべきかの自己決定を可能にする」
という理由から、国から自治体に対してその採用と拡大を強く推奨している。

・申請権は、１６歳以上の全ての障害者及び１６歳未満の障害児の親権者及び介護サービスに従事する介護者にあり、そして、有資格となるコミュニティケアの有資格者は、サービスを直接受けることもできれば、ダイレクトペイメントで自らサービスを購入すること、あるいは、その両者の併用が可能。

英国におけるダイレクトペイメントの歴史的展開

図３．１　英国のダイレクトペイメントとコミュニティケア改革の流れ








※ダイレクトペイメント←自立生活基金(Independent Living Fund :ILF)←付添手当・移動手当

※英国障害者団体協議会(British Council of Organization of Disabled People :BCODP)等の運動の成果
コミュニティケアにおけるダイレクトペイメントの導入から得られる知見

①ダイレクトペイメントは、パーソナルアシスタンスに結びつき、障害者運動によって獲得されたものであること。

②パーソナルアシスタンス／ダイレクトペイメントと他の地域サービスは、その併用も含め、選択しうるもの(alternative)とされていること。

③ダイレクトペイメント／パーソナルアシスタンスは費用対効果が高いという判断があったこと（その意味からは、公的支出の抑制を基調とする福祉改革下においても制度化の可能性があるということ

④制度化に土台となる財源基金があり、それが制度化を容易としたこと。

３－３　日本のパーソナルアシスタンス

障害者の介護保障運動とホームヘルプサービス

地方制度から全国制度へ／個別給付から事業所給付へ

図３．２　日本のホームヘルプサービスとパーソナルアシスタンス






















英国と日本のパーソナルアシスタンスのための戦略の違い

①「利用者と事業所の一体化」という戦略

② 高齢者を中心とする地域福祉の財源の「活用」

日本の利用／給付制度が内在するジレンマ

①自律vs.他律

②コンシュマーセンタード・ケアvs.ケアラーセンタード・ケア

英国のダイレクトペイメントから学ぶもの

利用／給付制度が現在直面している問題構造の解決のために、パーソナルアシスタンスのための直接給付制　及びそのための基金の創設を真剣に検討すべきではないか。

※「介護保険との統合」は上記ジレンマの解決にはならない

※「わたしたち抜きにわたしたちのことを決めるな」が含意するものの再検討が必要

図３．３　社会福祉基礎構造改革後の自律／自立生活支援








３－４　パーソナルアシスタンス／ダイレクトペイメントのための基本戦略

ダイレクトペイメントの利用資格

①ケア管理能力

②金銭管理能力

③自己査定能力

自律支援と自立支援

・個別の利用者が「備えていなければならない能力」と「支援を受けながら実現すればよい能力」の違い

・「支援をうけた自立」と「支援をうけた自律」

　表３．１　居宅介護と自律／自立支援の実例

	
	類　　型
	便宜の内容

	居宅介護
	身体介護
	入浴、排泄、食事、着替え、服薬、洗顔、歯磨き、髭剃り、爪切り等

	
	家事援助
	調理、食事準備、後かたづけ、買物、掃除、洗濯、布団干し、ごみ捨、整理整頓等

	
	移動介護
	移動時の身体介護

行動援護

	自律

／自立
生活支援
	自立支援
	・上記の便宜の内容に加えて下記を含み、かつそれが統一的に提供されるもの

・見守り（上記内容を本人が実行するための声かけ、自傷・他害防止含む）

・コミュニケーション支援

・移動支援（公共機関、通院、余暇活動、買物、会議への参加等）

・金銭利用支援（お金を下ろす手伝い、買物の際のお金に関するサポート）

・話相手

・人間関係の調整

・緊急時の対応（体調不良時の病院への付添、事故、近所とのトラブル等）

	
	自律支援
	・行政手続の援助

・金銭管理の支援（銀行口座の開設、家賃・光熱費の引落、お金の下ろしかたや使い方の相談）

・健康管理の支援（病院を選ぶ相談、病院への同行、病気の内容や薬に関する説明、薬の管理等）

・１週間、１ヶ月、１年という単位での生活のプラン作りの支援

・社会資源のコーディネート（ヘルパーを入れる時間の相談、事業所との調整、日中活動の場を一緒に探すこと等）

・就労の支援（求人広告を一緒に見てできそうなことを一緒に探す、面接への同行、ジョブコーチ等）

・悩み事や日常生活で困った場合（例えばエアコンの操作がうまくできない等）への電話での対応


地域生活にこそ求められる自律支援

・ケアラーセンター・ケアの補完機能としての自律支援

・パーソナルアシスタンス／ダイレクトペイメントの利用者のための自律支援

…成年後見制度・福祉サービス利用援助事業・ケアマネジメント制度は？

・パーソナルアシスタンスとしての自律支援／ダイレクトペイメントのための自律支援

パーソナルアシスタンス／ダイレクトペイメントのための組織／機構について

「利用者と事業者の一体化」の再評価と再構築

自立生活センター
：福祉NPO（非営利＋事業体）＋「当事者主権」（中西・上野2003）
協同組合方式
：福祉NPO（非営利＋事業体）＋「利用者主権」

※自立生活センターや当事者団体を母体とし、協同組合形式による自律／自立支援の提供を行なうことの検討

　　　図３．４　パーソナルアシスタンス／ダイレクトペイメントのための利用者協同組合











４．福祉の給付制度の再編

４－１　福祉的援助の三類型

　福祉的援助には、生活モデルに基づく「介護的福祉」だけでなく、社会モデルに基づく「自律的福祉」と、医学モデルに基づく「福祉的医療」がある。

　　図４．１　障害の分野における福祉的援助の三類型






４－２　援助モデルに基づく福祉の給付制度の再編

　障害福祉の利用／給付制度は、このような三類型に基づき、それぞれに最も適した給付方式・給付調整モデル・財源方式・根拠法に基づいて再編されるべきではないだろうか。

表４．１　援助モデルに基づく障害福祉の給付制度再編の概念図

	援助の概念
	福祉的医療
	介護的福祉
	自律的福祉

	代表的援助
	リハビリテーション
	ホームヘルプサービス
	パーソナルアシスタンス

	給付名
	医療保険給付
	介護給付
	自律支援給付

	準拠法
	健康保険法
	障害福祉法
	ダイレクトペイメント法

	給付方式
	代理受領

	代理受領
	ダイレクトペイメント

	給付調整
	専門家判定モデル
	第三者判定モデル
	交渉決定モデル

	財源方式
	社会保険方式
	義務的経費による税方式

	基金を経由した税方式
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�小川喜道「障害者（児）の地域生活支援のあり方に関する検討会」提出資料「イギリスにおける障害者の地域生活支援http://www.mhlw.go.jp/shingi/2003/08/s0826-2c.html (2005.8)及び関連する学会発表、牧田満知子（「地域で支える家族・障害者・高齢者　―英国における生活支援制度とNCIL（自律生活支援センター）の活動分析―（２００５年１０月１１日日本社会福祉学会自由発表）」など


� 以下、引用内容も含め、The Department of Health 作成のDirect Payments　http://www.dh.gov.uk/PolicyAndGuidance/OrganisationPolicy/FinanceAndPlanning/DirectPayments/fs/en(2005.8)


� 小川(1999,p.67-68)、杉野(1999,p.307-308)などを参考


�立岩(1995,1995)、鄭編(1999)などを参考


�知的障害者が地域で生活する場合に必要な介護や生活支援について」平成１５年３月３日　障害者（児）の地域生活のあり方検討委員会 知的障害者・児に関する支援の在り方作業班（第２回）ピープルファースト東京提出資料　をさらに修正して作成


�現在の医療保険の枠組では、制度的には現物給付となっている。しかし、現物給付といっても、個人単位の「療養の給付」が医療機関によって計算され、保険者（自治体）に請求されるというところにおいては、「現金給付の代理受領」の場合と実質的には変るところはない。ただし、その結果、保険給付該当の診療と、保険給付以外の保険外負担の併用が「混合診療」として禁止されており、特に介護と医療の境目が必ずしも明らかではない高齢者介護・医療の分野では問題視されており（川渕2002,p.46-49）、「現金給付の代理受領」と読みかえることでこの問題も解決するのではないだろうか。


� 現在の政策動向としては、介護保険制度との統合が志向されている。
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